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   小金井市市営住宅条例及び小金井市高齢者住宅条例の一部を改正する条    

   例 

 

 

 小金井市市営住宅条例及び小金井市高齢者住宅条例の一部を別紙のように改正する。 
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 （提案理由） 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律の施行に伴う公営住宅法等の改正により、規定の整備を行う必要があるた

め、本案を提出するものであります。 



   小金井市市営住宅条例及び小金井市高齢者住宅条例の一部を改正する条    

   例 

 

（小金井市市営住宅条例の一部改正） 

第１条 小金井市市営住宅条例（平成１０年条例第５号）の一部を次のように改正す

る。 

 第４条第１項第２号を次のように改める。 

 ⑵ 市のホームページ 

  第６条第２号アを次のように改める。 

ア 入居者の心身の状況又は世帯構成、住宅事情等を勘案し、特に居住の安定

を図る必要がある場合として次項に定める場合 ２１４，０００円 

第６条第２号イ中「一」を「いずれか」に、「令第６条第５項第２号に規定する

金額」を「２１４，０００円（当該災害発生の日から３年を経過した後は、１５８，

０００円）」に改め、同号ウ中「令第６条第５項第３号に規定する金額」を「１５

８，０００円」に改め、同条に次の２項を加える。 

２ 前項第２号アに規定する特に居住の安定を図る必要がある場合は、次の各号の 

いずれかに該当する場合とする。 

  ⑴ 入居者又は同居者にアからオまでのいずれかに該当する者がある場合 

   ア 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条第１号に規定する障害者 

で、次に掲げる障害の種類に応じそれぞれに定める程度であるもの 

    （ア） 身体障害 身体障害者福祉法施行規則(昭和２５年厚生省令第１５号) 

別表第５号の１級から４級までのいずれかに該当する程度 

    （イ） 精神障害（知的障害を除く。） 精神保健及び精神障害者福祉に関する 

     法律施行令(昭和２５年政令第１５５号)第６条第３項に規定する１級又は

２級に該当する程度 

    （ウ） 知的障害 （イ）に規定する精神障害の程度に相当する程度 

イ 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第２条第１項に規定す

る戦傷病者で、その障害の程度が恩給法（大正１２年法律第４８号）別表第

１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は同法別表第１号表ノ３の第１款

症であるもの 

   ウ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）第 

１１条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受けている者 



エ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していな 

いもの 

オ ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成１

３年法律第６３号）第２条に規定するハンセン病療養所入所者等 

⑵ 入居者が６０歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが６０歳以上又は 

１８歳未満の者である場合 

  ⑶ 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合 

３ 前２項に定めるもののほか、市長は、必要に応じて市営住宅入居者の資格を定

めることができる。 

第７条第１項中「前条第１号から第３号まで」を「前条第１項第１号から第３号 

まで」に改め、同条第２項中「前条第２号ア」を「前条第１項第２号ア」に、「同 

条第１号から第３号まで」を「同項第１号から第３号まで」に改め、同条第３項中 

「前条第２号イ」を「前条第１項第２号イ」に、「同条各号」を「同項各号」に改 

める。 

  第２９条第１項中「第６条第２号」を「第６条第１項第２号」に改める。 

  第５３条及び第５４条中「第６条第４号」を「第６条第１項第４号」に改める。 

（小金井市高齢者住宅条例の一部改正） 

第２条 小金井市高齢者住宅条例（平成１０年条例第６号）の一部を次のように改正 

する。 

第６条第４号中「令第６条第５項第１号に定める上限の数値」を「２１４，００

０円」に改める。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から平成２８年３月３１日までの間、第１条の規定による改

正後の小金井市市営住宅条例第６条第２項第２号の規定の適用については、同号中

「入居者が６０歳以上」とあるのは「入居者が平成２５年４月１日前において５７

歳以上」と、「いずれもが６０歳以上」とあるのは「いずれもが同日前において５

７歳以上」とする。 
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議案第２０号資料 

 

小金井市市営住宅条例及び小金井市高齢者住宅条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 

小金井市市営住宅条例（第１条関係） 

改正条例 現行条例 備考 

（入居者の公募の方法） 

第４条 市長は、入居者の公募を次の各号に掲げる方法のうち２以上の

方法によって行うものとする。 

⑴ 省略 

⑵ 市のホームページ 

⑶             

⑷         

２ 省略 

（入居者の資格） 

第６条 市営住宅に入居することができる者（第４号に掲げる場合にあ

っては、現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含

む。以下この条及び第１２条において同じ。）を含む。）は、市内に

住所を有するほか次の各号に掲げる条件を具備する者でなければな

らない。 

⑴ 省略 

⑵ その者の収入がア、イ又はウに掲げる場合に応じ、それぞれア、

イ又はウに掲げる金額を超えないこと。 

ア 入居者の心身の状況又は世帯構成、住宅事情等を勘案し、特に

居住の安定を図る必要がある場合として次項に定める場合 ２

１４，０００円 

イ 市営住宅が、法第８条第１項もしくは第３項もしくは激甚災害

に対処するための特別の財政援助等に関する法律 （昭和３７年法

律第１５０号） 第２２条第１項の規定による国の補助に係るもの

又は法第８条第１項各号のいずれかに該当する場合において市長

が災害により滅失した住宅に居住していた低額所得者に転貸する

（入居者の公募の方法） 

第４条 市長は、入居者の公募を次の各号に掲げる方法のうち２以上の

方法によって行うものとする。 

⑴ 省略 

⑵ テレビジョン 

⑶            

⑷              

２ 省略  

（入居者の資格） 

第６条 市営住宅に入居することができる者（第４号に掲げる場合にあ

っては、現に同居し、又は同居しようとする親族（婚姻の届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含

む。以下この条及び第１２条において同じ。）を含む。）は、市内に

住所を有するほか次の各号に掲げる条件を具備する者でなければな

らない。 

⑴ 省略 

⑵ その者の収入がア、イ又はウに掲げる場合に応じ、それぞれア、

イ又はウに掲げる金額を超えないこと。 

ア 入居者が身体障害者である場合その他の令第６条第４項で定

める場合 令第６条第５項第１号に規定する金額 

 

イ 市営住宅が、法第８条第１項もしくは第３項もしくは激甚災害

に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法

律第１５０号）第２２条第１項の規定による国の補助に係るもの

又は法第８条第１項各号の一に該当する場合において市長が災

害により滅失した住宅に居住していた低額所得者に転貸するた

 

 

 

 

公募方法の

変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の整備 

 

省略 省略 

条例委任に

伴う入居者

収入基準額

の設定 
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ため借り上げるものである場合 ２１４，０００円（当該災害発

生の日から３年を経過した後は、１５８，０００円） 

ウ ア及びイに掲げる場合以外の場合 １５８，０００円 

 

⑶  

⑷  

２ 前項第２号アに規定する特に居住の安定を図る必要がある場合は、

次の各号のいずれかに該当する場合とする。 

 ⑴ 入居者又は同居者にアからオまでのいずれかに該当する者があ

る場合 

ア 障害者基本法(昭和４５年法律第８４号)第２条第１号に規定 

する障害者で、次に掲げる障害の種類に応じそれぞれに定める 

程度であるもの 

（ア） 身体障害 身体障害者福祉法施行規則(昭和２５年厚生省令

第１５号)別表第５号の１級から４級までのいずれかに該当す

る程度 

（イ） 精神障害（知的障害を除く。） 精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律施行令(昭和２５年政令第１５５号)第６条第

３項に規定する１級又は２級に該当する程度 

（ウ） 知的障害 （イ）に規定する精神障害の程度に相当する程度 

イ 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第２条第１

項に規定する戦傷病者で、その障害の程度が恩給法（大正１２年

法律第４８号）別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又

は同法別表第１号表ノ３の第１款症であるもの 

ウ 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１

１７号）第１１条第１項の規定による厚生労働大臣の認定を受け

ている者 

エ 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を 

経過していないもの 

オ ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する 

法律（平成１３年法律第６３号）第２条に規定するハンセン病 

め借り上げるものである場合 令第６条第５項第２号に規定す

る金額 

ウ ア及びイに掲げる場合以外の場合 令第６条第５項第３号に

規定する金額 

⑶   

⑷ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省略 省略 

条例委任に

伴う入居者

収入基準額

の設定 

入居者資格

要件の条例

委任に伴う

規定の追加 
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療養所入所者等 

⑵ 入居者が６０歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが６０

歳以上又は１８歳未満の者である場合 

⑶ 同居者に小学校就学の始期に達するまでの者がある場合 

３ 前２項に定めるもののほか、市長は、必要に応じて市営住宅入居者

の資格を定めることができる。 

（入居者資格の特例） 

第７条 公営住宅の借上げに係る契約の終了又は公営住宅の用途の廃

止により当該公営住宅の明渡しをしようとする入居者が、当該明渡し

に伴い他の市営住宅に入居の申込みをした場合においては、その者

は、前条第１項第１号から第３号までに掲げる条件を具備する者とみ

なす。 

２ 前条第１項第２号アに掲げる市営住宅の入居者が、入居後に特別な

事由により単身者世帯となった場合においては、その者は、同項第１

号から第３号までに掲げる条件を具備するものとみなす。 

３ 前条第１項第２号イに掲げる市営住宅の入居者は、同項各号に掲げ

る条件を具備するほか、当該災害発生の日から３年間は、なお、当該

災害により住宅を失った者でなければならない。 

（収入超過者等に関する認定） 

第２９条 市長は、毎年度、第１５条第３項の規定により認定した入居

者の収入の額が第６条第１項第２号の金額を超え、かつ、当該入居者

が、市営住宅に引き続き３年以上入居しているときは、当該入居者を

収入超過者として認定し、その旨を通知する。 

２  

３ 

（入居の決定等に関する意見聴取） 

第５３条 市長は、入居者の決定をしようとするとき、又は現に市営住

宅に入居している者（同居する者を含む。）について市長が特に必要

があると認めるときは、第６条第１項第４号、第１２条第２項、第１

３条第２項及び第４２条第１項第６号に該当する事由の有無につい

て、警視総監の意見を聴くことができる。 

 

 

 

 

 

 

（入居者資格の特例） 

第７条 公営住宅の借上げに係る契約の終了又は公営住宅の用途の廃

止により当該公営住宅の明渡しをしようとする入居者が、当該明渡し

に伴い他の市営住宅に入居の申込みをした場合においては、その者

は、前条第１号から第３号までに掲げる条件を具備する者とみなす。 

 

２ 前条第２号アに掲げる市営住宅の入居者が、入居後に特別な事由に

より単身者世帯となった場合においては、その者は、同条第１号から

第３号までに掲げる条件を具備するものとみなす。 

３ 前条第２号イに掲げる市営住宅の入居者は、同条各号に掲げる条件

を具備するほか、当該災害発生の日から３年間は、なお、当該災害に

より住宅を失った者でなければならない。 

（収入超過者等に関する認定） 

第２９条 市長は、毎年度、第１５条第３項の規定により認定した入居

者の収入の額が第６条第２号の金額を超え、かつ、当該入居者が、市

営住宅に引き続き３年以上入居しているときは、当該入居者を収入超

過者として認定し、その旨を通知する。 

２  

３  

（入居の決定等に関する意見聴取） 

第５３条 市長は、入居者の決定をしようとするとき、又は現に市営住

宅に入居している者（同居する者を含む。）について市長が特に必要

があると認めるときは、第６条第４号、第１２条第２項、第１３条第

２項及び第４２条第１項第６号に該当する事由の有無について、警視

総監の意見を聴くことができる。 

 

 

 

 

入居者資格

要件の条例

委任に伴う

規定の追加 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同上 

 

 

 

規定の整備 

同上 

同上 

省略 省略 

同上 
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（市長への意見） 

第５４条 警視総監は、市営住宅に入居しようとする者（現に同居し、

又は同居しようとする者を含む。）又は現に入居している者（同居す

る者を含む。）について、第６条第１項第４号、第１２条第２項、第

１３条第２項及び第４２条第１項第６号に該当する事由の有無につ

いて、市長に対し、意見を述べることができる。 

 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から平成２８年３月３１日までの間、第１条の

規定による改正後の小金井市市営住宅条例第６条第２項第２号の規

定の適用については、同号中「入居者が６０歳以上」とあるのは「入

居者が平成２５年４月１日前において５７歳以上」と、「いずれもが

６０歳以上」とあるのは「いずれもが同日前において５７歳以上」と

する。 

（市長への意見） 

第５４条 警視総監は、市営住宅に入居しようとする者（現に同居し、

又は同居しようとする者を含む。）又は現に入居している者（同居す

る者を含む。）について、第６条第４号、第１２条第２項、第１３条

第２項及び第４２条第１項第６号に該当する事由の有無について、市

長に対し、意見を述べることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小金井市高齢者住宅条例（第２条関係） 

改正条例 現行条例 備考 

（入居者の資格） 

第６条 高齢者住宅に入居できる者（第６号に掲げる場合にあって

は、現に同居し、又は同居しようとする者（婚姻の届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含

む。第１２条において同じ。）を含む。）は、次の各号（被災市

街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第２１条に規定す

る被災者等にあっては第１号、第４号及び第６号）に掲げる条件

を具備する者でなければならない。 

⑴  

～        

⑶  

（入居者の資格） 

第６条 高齢者住宅に入居できる者（第６号に掲げる場合にあって

は、現に同居し、又は同居しようとする者（婚姻の届出をしない

が事実上婚姻関係と同様の事情にある者その他婚姻の予約者を含

む。第１２条において同じ。）を含む。）は、次の各号（被災市

街地復興特別措置法（平成７年法律第１４号）第２１条に規定す

る被災者等にあっては第１号、第４号及び第６号）に掲げる条件

を具備する者でなければならない。 

⑴   

～  

⑶  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省略 省略 

規定の整備 
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⑷ 前年中の収入が２１４，０００円以下であること。 

 

⑸ 

⑹ 

 

 付 則（抄） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。（以下省略） 

⑷ 前年中の収入が令第６条第５項第１号に定める上限の数値以

下であること。 

⑸  

⑹  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省略 省略 

入居者収

入基準額

を条例で

規定 


